
平成 18年 3月期    個別財務諸表の概要

上場会社名   北海道中央バス株式会社 上場取引所  札

コード番号   9085 　本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.chuo-bus.co.jp） 　北海道

代　　表　　者　役職名　取締役社長　氏名　平尾  一彌

問合せ先責任者　役職名　常務取締役　氏名　武田　敬蔵 　ＴＥＬ (0134) 24 - 1111

決算取締役会開催日　　平成 18年 5月 22日 　中間配当制度の有無　　無
配当支払開始予定日　　平成 18年 6月 30日 　定時株主総会開催日　　平成 18年 6月 29日
単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 18年 3月期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）

(1)経営成績

売　上　高 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期 22,257 △ 2.0 512 △ 12.5 586 △ 12.6
17年 3月期 22,704 7.8 585 119.7 671 101.5

１ 株 当 た り 株 主 資 本 総  資  本 売  上  高

当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率
百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18年 3月期 167 △ 45.5 5  43 - 0.8 2.1 2.6
17年 3月期 306 △ 3.9  9　96 - 1.5 2.4 3.0

(注)①期中平均株式数 18年 3月期    30,735,279 株 17年 3月期    30,801,635 株

    ②会計処理の方法の変更　　　有

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本

中  間 期  末 (年  間) 配 当 率
円 　銭 円　 銭 円　 銭 百万円 ％ ％

18年 3月期 5　00 － 5　00 153 92.1 0.7
17年 3月期 5　00 － 5　00 153 50.2 0.7

(3)財政状態

総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 3月期 28,284 21,486 76.0
17年 3月期 27,916 20,619 73.9

(注)①期末発行済株式数　18年 3月期    30,723,924 株      17年 3月期     30,749,118 株　    

 　 ②期末自己株式数　　18年 3月期       736,076 株　    17年 3月期        710,882 株

２. 19年 3月期の業績予想（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日）

１株当たり年間配当金

中  間 期  末
百万円 百万円 百万円 円　 銭 円　 銭 円　 銭

中 間 期 10,860 210 60 － － －
通　　期 21,790 330 130 － 5　00 5　00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 4 円  23 銭

※上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

　要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料の連6ページを参照してください。

（百万円未満切捨て）

売 上 高 経常利益 当期純利益

配当性向

当期純利益
潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

670    58

  

平成18年5月22日

699    34



貸  借  対  照  表

科　　　　　目

第 62 期 第 63 期

（平成１７年３月３１日現在） （平成１８年３月３１日現在） 増 減 金 額

金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 千円産 の 部 ） ％ 千円 ％ 千円

流 動 資 産

現 金   及 び 預 金 1,064,508   1,071,640   7,132
売 掛 金   1,012,862   1,015,160   2,297
貯 蔵 品   65,723   71,677   5,953
繰 延   税 金 資 産 315,061   304,506 △  10,554
そ の 産   他 の 流 動 資 37,599   57,760   20,160
貸 倒 引 当 金 △  209 △  321 △  112
流 動   資 産 合 計 2,495,546 8.9   2,520,423 8.9   24,876

固 定 資 産

 有   形   固   定   資   産

建 物   12,576,982   12,599,035   22,052
減 価 償 △却 累 計 額  7,925,229 △  8,209,230 △  284,001

構 築 物   4,556,245   4,556,507   261
減 価 償 △却 累 計 額  3,448,928 △  3,540,329 △  91,400

機 械   及 び 装 置 2,840,264   2,877,976   37,711
減 価 償 △却 累 計 額  2,384,711 △  2,432,499 △  47,788

車 両 運 搬 具   24,033,761   23,401,291 △  632,469
減 価 償 △却 累 計 額  19,870,892 △  19,829,547   41,345

工 具 器 具 及 品   び 備 1,052,123   1,063,684   11,560
減 価 償 △却 累 計 額  826,027 △  877,665 △  51,638

土 地   9,364,805   9,233,499 △  131,306
有 形 固 定 資 計   産 合 19,968,393 71.5   18,842,722 66.6 △  1,125,670

 無  形  固  定  資  産

ソ フ ト ウ ェ ア   54,071   84,004   29,933
電 話 加 入 権   8,648   8,648   －
施 設 利 用 権   4,923   3,763 △  1,159
無 形 固 定 資 計   産 合 67,642 0.3   96,415 0.4   28,773

 投 資 そ の 他 の 資 産

投 資   有 価 証 券 3,513,280   4,939,531   1,426,250
関 係   会 社 株 式 1,445,977   1,445,895 △  82
出 資 金   2,881   685 △  2,195
関 係 金   会 社 長 期 貸 付 330,000   352,500   22,500
破産債権・   更生債権その他これらに準ずる債権 242   245   3
長 期   前 払 費 用 50,854   45,961 △  4,892
敷 金 保 証 金   73,418   74,257   839
そ の 他 の   投 資 そ の 他 の 資 産 2,974   3,026   52
貸 倒 引 当 金 △  35,200 △  37,629 △  2,429
投 資   そ の 他 の 資 産 合 計 5,384,428 19.3   6,824,473 24.1   1,440,045

固 定 資 産 合 計   25,420,464 91.1   25,763,612 91.1   343,147
資 産 合 計   27,916,011 100.0   28,284,035 100.0   368,023

単 1



科　　　　　目

第 62 期 第 63 期

（平成１７年３月３１日現在） （平成１８年３月３１日現在） 増 減 金 額

金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 千円債 の 部 ） ％ 千円 ％ 千円

流 動 負 債

買 掛 金   521,455   536,784   15,328

未 払 金   150,367   114,917 △  35,449

未 払 費 用   377,760   353,420 　 △  24,340

未 払   消 費 税 等 23,270   132,061   108,791

未 払   法 人 税 等 49,641   89,918   40,277

前 受 金   69,819   63,366 △  6,453

預 り 金   403,783   385,916 △  17,867

賞 与 引 当 金   577,919   561,697 △  16,222

固定資産取 の支 形   得のため 払手 1,077,997   45,297 △  1,032,700

固定資産取得の   ための未払金 98,172   3,525 △  94,646

そ の 債 1,146他 の 流 動 負 1,358   211

流 動   負 債 合 計 3,351,334 12.0   2,288,263 8.1 △  1,063,070

固 定 負 債

繰 延   税 金 負 債 495,851   1,039,887   544,036

退 職 給 付 金   引 当 3,123,343   3,149,990   26,646

役 員 退 職 金   引 当 147,829   147,250 △  579

預 り 保 証 金   176,577   171,782 △  4,795

そ の 債   他 の 固 定 負 1,481   401 △  1,080

固 定   負 債 合 計 3,945,083 14.1   4,509,311 15.9   564,227

負 債 合 計   7,296,417 26.1   6,797,574 24.0 △  498,843

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金   2,100,000 7.5   2,100,000 7.4   －

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金   751,101   751,101   －

資 本 剰 余 計   金 合 751,101 2.7   751,101 2.7   －

利 益 剰 余 金

 利    益    準    備    金   525,000   525,000   －

 任    意    積    立    金

土 地 圧 縮 金   積 立 825,580   901,250   75,670

そ の   他 資 産 圧 縮 積 立 金 726,432   703,229 △  23,202

買 換 等 特 別 勘 定 金   積 立 199,104   1,761 △  197,342

配 当 準 備 金   積 立 393,000   393,000   －

別 途 積 立 金   13,600,000   13,800,000 　   200,000

 当  期  未  処  分  利  益   684,500   642,645 △  41,854

利 益 剰 余 計   金 合 16,953,617 60.8   16,966,886 60.0   13,269

その他有価証券評価差額金   1,066,157 3.8   1,929,838 6.8   863,681

自 己 株 式 △  251,281 △ 0.9 △  261,365 △ 0.9 △  10,084

資 本 合 計   20,619,593 73.9   21,486,460 76.0   866,866

負 債 資 本 合 計   27,916,011 100.0   28,284,035 100.0   368,023
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損  益  計  算  書

科　　　　　目

第 62 期 第 63 期

増 減 金 額 増減比
自 平成１６年４月  1日 自 平成１７年４月  1日

至 平成１７年３月３１日 至 平成１８年３月３１日
金 額 百分比 金 額 百分比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％
売 上 高

旅客自動車運送事業   営業収益 20,372,389   20,124,099 △  248,289
貸 切 旅 行 事 業 営 業 収 益   909,243   770,718 △  138,525
不 動 産 事 業   営 業 収 益 759,234   764,166   4,931
そ の 他 事 業 営 益   業 収 663,285   598,525 △  64,760
売 上 高 合 計   22,704,153 100.0   22,257,509 100.0 △  446,643 △ 2.0

売 上 原 価
旅 客 自 動 車 運 送 事   業 営 業 費 19,193,105   18,962,440 △  230,665
貸 切 旅 行 事   業 営 業 費 904,594   770,235 △  134,358
不 動 産 事   業 営 業 費 499,605   496,240 △  3,364
そ の 他 事 業 営 業 費   616,925   602,733 △  14,191
売 上 原 価 合 計   21,214,229 93.4   20,831,649 93.6 △  382,579 △ 1.8

売 上 総 利 益   1,489,923 6.6   1,425,859 6.4 △  64,063 △ 4.3

一 般 管 理 費   904,522 4.0   913,594 4.1   9,072 1.0
営 業 利 益   585,401 2.6   512,264 2.3 △  73,136 △ 12.5

営 業 外 収 益
受 取 利 息   5,837   5,231 △  606
受 取 配 当 金   45,473   49,414   3,941
そ の 他   36,851   21,144 △  15,707
営 業 外 収 計   益 合 88,162 0.4   75,790 0.3 △  12,371 △ 14.0

営 業 外 費 用
支 払 利 息   551   517 △  34
貯 蔵 品 廃 棄 損   1,585   728 △  857
そ の 他   329   45 △  284
営 業 外 費 計   用 合 2,466 0.0   1,291 0.0 △  1,175 △ 47.7

経 常 利 益   671,097 3.0   586,764 2.6 △  84,332 △ 12.6

特 別 利 益
固 定 資 産 益   売 却 6,040   62,882   56,842
投 資 有 価 証   券 売 却 益 -   33,486   33,486
補 助 金 収 入   65,260   29,502 △  35,758
そ の 他   9,515   1,428 △  8,087
特 別 利 益 合 計   80,817 0.3   127,299 0.6   46,482 57.5

特 別 損 失
路 線 補 助 -金 返 還 損 137,003 137,003
固 定 資 産 損   売 却 62,355   51,661 △  10,693
固 定 資 産 損   除 却 62,056   31,751 △  30,304
固 定 資 産 損   圧 縮 57,460   26,551 △  30,908
減 損 損 失   -   116,013   116,013
そ の 他   8,637   23,940   15,303
特 別 損 失 合 計   190,509 0.8   386,922 1.7   196,412 103.1
税 引 前 当 期 純 利 益   561,405 2.5   327,142 1.5 △  234,262 △ 41.7

法 人 税 、 住 民 税 及 び 税   事 業 235,543 1.0 　   190,984 0.8 　 △  44,559 △ 18.9

法 人 税 等 額   調 整 19,204 0.1 　 △  30,857 △ 0.1 　 △  50,061    －
当 期 純 利 益   306,656 1.4   167,015 0.8 △  139,641 △ 45.5

単 3



利 益 処 分 計 算 書

科　　　　　目 第 62 期 第 63 期 増　減　金　額

千円 千円 千円

当 期 未 処 分 利 益 684,500 642,645 △　　 41,854

任 意 積 立 金 取 崩 額

その他資産圧縮積立金取崩額 45,278 42,663

買換等特別勘定積立金取崩額 199,104 1,761

合 計 928,882 687,069 △　　 241,813

利 益 処 分 額

配 当 金 153,745 153,619

任 意 積 立 金

土 地 圧 縮 積 立 金 75,670 -

そ の 他 資 産 圧 縮 積 立 金 22,076 1,942

特 別 償 却 準 備 金 - 1,654

買 換 等 特 別 勘 定 積 立 金 1,761 29,021

別 途 積 立 金 200,000 -

合 計 453,253 186,238 △　　 267,014

次 期 繰 越 利 益 475,629 500,831 25,201

単 4



  

重要な会計方針 

 

項目 
第62期 

（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

第63期 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
   移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

   時価のあるもの 
    期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
同左 

(2) その他有価証券 

   時価のあるもの 
同左 

 

 
 

   時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

貯蔵品 

評価基準 原価法 
評価方法 先入先出法 

貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

   定率法。 

   ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物(附属設備を除く)

については、定額法を採用してお

ります。 
   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

   建物      ２～50年 
   構築物     ２～50年 

   車両運搬具   ２～６年 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法。 

   なお、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 少額減価償却資産 

   取得価額が10万円以上20万円未

満の減価償却資産については、３
年間均等償却しております。 

(3) 少額減価償却資産 
同左 

 

 (4) 長期前払費用 

   均等償却 

(4) 長期前払費用 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づく当期負担

額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 
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項目 
第62期 

（自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日） 

第63期 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

４ 引当金の計上基準 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

   過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(3年)による

定額法により按分した額を費用処

理することとしております。 

数理計算上の差異については、

各期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌期から

費用処理することとしておりま

す。 

 

(3) 退職給付引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 役員退職引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

(4) 役員退職引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理について 

 消費税等(消費税及び地方消費税)の

会計処理は、税抜方式を採用しており

ます。 

消費税等の会計処理について 

同左 
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会計処理の変更 

 
第62期 

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

第63期 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

 ――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路線補助金収入については、従来、特別利益に計上

しておりましたが、当期より売上高に含めて計上する

方法に変更いたしました。 

この変更は、従来、補助の対象を赤字事業者のみと

していた路線補助金制度が、平成13年4月から路線単位

の収支で判断する制度へ変更されたことから、より経

常的な性格を強めたこと、また、平成16年4月の札幌市

からの路線移譲に係る助成金により、従来に比して路

線補助金収入が大幅に増加し、その金額的重要性が高

まったことから、損益区分をより適正に表示するため

行ったものであります。この結果、従来と同一の方法

によった場合と比較して、営業利益及び経常利益は

944,674千円増加しておりますが、税引前当期純利益に

与える影響はありません。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当期から「固定資産の減損に係る会計基準」(｢固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年8月9日) )及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号）を適

用しております。 

これにより税引前当期純利益が116,013千円減少して

おります。 

 

 ――――― 

 

 

 

追加情報 

 
第62期 

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

第63期 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当期から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、一般管理費に計上してお

ります。 

――――― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

第62期 
（平成17年３月31日） 

第63期 
（平成18年３月31日） 

※１ 次のとおり取得価額から国庫補助金等の圧縮記帳

額が控除されております。 

建物 316,687千円

構築物 153,792

機械及び装置 8,634

車両運搬具 243,667

工具器具及び備品 9,221

土地 11,212

ソフトウェア 23,162

長期前払費用 19,298

計 785,678

  

※１ 次のとおり取得価額から国庫補助金等の圧縮記帳

額が控除されております。 

建物 319,027千円

構築物 154,929

機械及び装置 7,714

車両運搬具 211,487

工具器具及び備品 9,221

土地 11,212

ソフトウェア 23,162

長期前払費用 19,298

計 756,055

  

２※偶発債務③ 

    子会社である㈱シィービーツアーズの㈱ジャル

ツアーズほか4社との取引に基づく債務につい

て、連帯保証をしております。（当期末における

残高8,378千円） 

 

３ 授権株数及び発行済株式総数は次のとおりであり

ます。 

授権株数 普通株式 60,000千株

      ただし、定款の定めにより、株式の消却が

行われた場合には、これに相当する株式数を

減ずることとなっております。 

発行済株式総数 普通株式 31,460千株

  

２※偶発債務③ 

    子会社である㈱シィービーツアーズの㈱ジャル

ツアーズほか4社との取引に基づく債務につい

て、連帯保証をしております。（当期末における

残高9,335千円） 

 

３ 授権株数及び発行済株式総数は次のとおりであり

ます。 

授権株数 普通株式 60,000千株

      ただし、定款の定めにより、株式の消却が

行われた場合には、これに相当する株式数を

減ずることとなっております。 

発行済株式総数 普通株式 31,460千株

  

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式710千

 株であります。 

  

※５  有価証券の時価評価により、純資産額が1,066,157

千円増加しております。なお、当該金額は商法施

行規則第124条第3号の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。 

 

６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行なうため取

引銀行と当座貸越契約を締結しております。 

   当期末における当座貸越契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。 

   当座貸越極度額 3,500,000千円 

   借入実行残高      ― 

   差引額     3,500,000 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式736千

 株であります。 

  

※５  有価証券の時価評価により、純資産額が1,929,838

千円増加しております。なお、当該金額は商法施

行規則第124条第3号の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。 

 

６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行なうため取

引銀行と当座貸越契約を締結しております。 

   当期末における当座貸越契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。 

   当座貸越極度額 3,500,000千円 

   借入実行残高      ― 

   差引額     3,500,000 
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(損益計算書関係)     

 

第62期 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

第63期 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

１ 一般管理費中の主要な費目及び金額は、次のとお

りであります。 

役員報酬 101,138千円

給料手当 246,016

賞与 39,729

賞与引当金繰入額 25,438

退職給付引当金繰入額 25,452

役員退職引当金繰入額 20,973

福利厚生費 56,827

減価償却費 54,972

租税公課 71,852 

業務委託費 105,939
 

１ 一般管理費中の主要な費目及び金額は、次のとお

りであります。 

役員報酬 110,007千円

給料手当 245,312

賞与 38,818

賞与引当金繰入額 32,257

退職給付引当金繰入額 30,456

役員退職引当金繰入額 21,726

福利厚生費 56,629

減価償却費 48,555

租税公課 66,372 

業務委託費 91,006
 

  

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 2,346千円

土地 3,693

計 6,040
 
 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 12千円

土地 62,870

計 62,882
 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 60,758千円

土地 1,556

電話加入権 40
 

計 62,355

 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 35,227千円

構築物 5,311

機械及び装置 5,056

車両運搬具 6,699

工具器具及び備品 3,613

施設利用権 6,147

計 62,056
 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 51,661千円

 

 
 
 
 

４  固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 19,743千円

構築物 2,488

機械及び装置 6,917

車両運搬具 1,577

工具器具及び備品 1,025

計 31,751
 

  

※５ 固定資産圧縮損の内容は次のとおりであり、税法

基準に対して100％相当額の圧縮記帳を行ってお

ります。 

国庫補助金等の圧縮記帳 57,460千円
 

※５ 固定資産圧縮損の内容は次のとおりであり、税法

基準に対して100％相当額の圧縮記帳を行ってお

ります。 

国庫補助金等の圧縮記帳 26,551千円
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第62期 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

第63期 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日） 

６ 減損損失 

  当社は以下の資産について減損損失を計上して

おります。 

用途 種類 場所 
減損損失 
（千円） 

遊休資産
（6件） 

土地 札幌市 
北区他 

116,013 

  当社は、遊休資産を個別物件ごとにグルーピン

グしており、今後の使用見込みがなく市場価格が

下落している資産について帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。 

  なお、当資産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、不動産鑑定評価又は固定資産

税評価額を基準に算定しております。 

 

７ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含ま

れております。 

受取配当金 13,587千円
 

６※        ――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含ま

れております。 

受取配当金 19,087千円
 

 

 

(リース取引関係) 

ＥＤＮＥＴによる開示を行なうため記載を省略しております。 

 

(有価証券関係) 

前期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当期(自 平成17年４月１日 至 平

成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 

 

第62期 
（平成17年３月31日） 

第63期 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 

  繰延税金資産(流動) 

 賞与引当金  233,479千円

 未払費用  66,655 

 その他  14,926 

繰延税金資産(流動)合計  315,061 

   

   

   

繰延税金負債(固定)   

 土地圧縮積立金  610,914千円

 その他資産圧縮積立金  476,685 

 買換等特別勘定積立金  1,193 

 その他有価証券評価差額金  722,697 

繰延税金負債(固定)合計  1,811,491 

繰延税金資産(固定)   

 退職給付引当金 △ 1,237,958 

 役員退職引当金  △59,722 

 有価証券評価損  △158,981 

 その他  △36,372 

繰延税金資産(固定)小計 △ 1,493,035 

評価性引当額  177,394 

繰延税金資産(固定)合計 △ 1,315,640 

繰延税金負債(固定)の純額  495,851 

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 

  繰延税金資産(流動) 

 賞与引当金  226,925千円

 未払費用  62,242 

 その他  17,035 

繰延税金資産(流動)合計  306,203 

繰延税金負債(流動)   

 労働保険料過払  △1,696 

繰延税金資産(流動)の純額  304,506 

繰延税金負債(固定)   

 土地圧縮積立金  610,914千円

 その他資産圧縮積立金  449,083 

 買換等特別勘定積立金  19,672 

 特別償却準備金  1,121 

 その他有価証券評価差額金  1,308,145 

繰延税金負債(固定)合計  2,388,937 

繰延税金資産(固定)   

 退職給付引当金 △ 1,272,596 

 役員退職引当金  △59,489 

 有価証券評価損  △121,153 

 減損損失  △46,869 

 その他  △36,750 

繰延税金資産(固定)小計 △ 1,536,858 

評価性引当額  187,808 

繰延税金資産(固定)合計 △ 1,349,050
0
 

繰延税金負債(固定)の純額  1,039,887 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.4％

（調整） 

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 
0.9

受取配当金等永久に益金に 

算入されない項目 
△ 2.3

住民税均等割額 5.5

その他 0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.4 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.4％

（調整） 

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 
1.7 

受取配当金等永久に益金に 

算入されない項目 
△ 3.9 

減損損失  14.3 

回収可能性の見直し △ 12.4 

住民税均等割額 9.1 

その他 △ 0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.9 
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